〇参考資料
資料－１　当初方針におけるゾーニング
①都市型産業（住産複合型）ゾーン

既に、住宅と工業・流通施設が混在し、現在も多くの農地を残しつつ、小規模な開発等が進行している地域で、生産と流通環境の改善が図られ、農地との共存にも配慮しつつ、良好な住環境も整備された職と住が近接した都市型産業ゾーンの形成を目指します。

　　　②都市型産業（農産複合型）ゾーン

市街化調整区域で、一部小規模な開発が進んでいるものの、大規模な農地や里山等を残している地域で、既存の“緑”の自然資源を活用しつつ、工場・業務・流通などがバランスよく配置された豊かで活力ある都市型産業の育成を図るためのゾーンの形成を目指します。

　　　③沿道サービスゾーン

第二京阪道路沿道の土地利用を非住居系の土地利用に誘導することにより、緩衝施設帯を形成させ、通過交通による騒音等から後背住宅地の居住環境を保全するとともに、生活の利便性・快適性の向上を図ることを目的に沿道系サービス施設を主体とした施設の誘導を図ります。

また、第二京阪道路のインターチェンジ周辺や他の幹線道路との交差部等では、広域交通条件に恵まれた立地特性を活かし、広域的な商業施設や流通業務施設の立地を中心とした市街地の形成を目指します。

　　　④住宅ゾーン

　　　　　旧集落と小規模な住宅開発で構成され、現在も農地等の空閑地を残している地域や鉄道駅から500 ｍ圏程度の地域では、現在の住環境を保全しながら、低層や中低層の住宅を中心に、良好な住宅地の形成を目指します。また、駅前では生活利便性を高めるため、商業機能の充実を図ることとします。

　　　⑤レクリエーションゾーン

自然的景観との調和が保たれ、スポーツ・文化的施設が整備され、ゆとりと潤いが感じられるゾーンの形成を図ります。
　当初方針におけるゾーニング図
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〇参考資料
資料－２　沿道各市の変化（参考データ）　
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○参考資料
資料－３　　第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約　
第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約

（名　　称）

第１条　名称は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会（以下「検討会」という。）という。

（目　　的）

第２条　検討会は、第二京阪道路沿道地域における各都市及び地域にふさわしいまちづくりの推進を図ることを目的とする。

（検討事項）

第３条　検討会は、前条の目的を達するために、次に掲げる事項に関わる協議、調整、検討を行う。

　　⑴　「沿道まちづくり方針」の策定及び活用
　　⑵　「緑立つ道 沿道まちづくりガイドブック」の策定及び活用
　　⑶　まちづくりに係わる共通する課題に関する情報交換
　　⑷　その他前条の目的を達成するにあたり必要となる事項

（組　　織）

第４条　検討会は、別表に掲げる会員をもって構成する。

２　会長は、大阪府大阪都市計画局拠点開発室戦略拠点開発課長の職にある者をもって充てる。

３　検討会は、検討会における検討事項について、学識経験者等の助言を求めることができるものとする。

４　必要に応じ、部会を設置できるものとする。

（会　　議）

第５条　検討会の会議は、会長が招集する。

　　　　招集にあたり、会員以外で、会長が必要と認めた者の参加を求めることができるものとする。

（事 務 局）

第６条　検討会の事務局は、大阪府大阪都市計画局拠点開発室戦略拠点開発課に置く。

（そ の 他）

第７条　本規約によらない場合は、会議にて協議することとする。

付　則

　この規約は、平成１１年３月２４日から施行する。

付　則

　この規約は、平成１１年８月２０日から施行する。

付　則

　この規約は、平成１２年６月２３日から施行する。

付　則

　この規約は、平成１３年３月３０日から施行する。

付　則

　この規約は、平成１４年３月２６日から施行する。

付　則

　この規約は、平成２１年１２月２４日から施行する。
　付　則
　　　　この規約は、令和６年３月７日から施行する。
付　則

　　　　この規約は、令和７年１月３０日から施行する。

別表

第二京阪道路沿道まちづくり検討会

検討会会員

	所属
	検討会会員職

	国土交通省近畿地方整備局
	大阪国道事務所長

	NEXCO西日本
	大阪高速道路事務所長

	大阪府環境農林水産部
	農政室整備課長

	大阪府都市整備部
	住宅建築局建築環境課長

	
	枚方土木事務所長

	大阪府大阪都市計画局
	計画推進室計画調整課長

	
	拠点開発室戦略拠点開発課長

	枚方市
	都市整備部長

	寝屋川市
	2軸化事業本部長代理

	
	まちづくり推進部長

	門真市
	まちづくり部長

	四條畷市
	都市整備部長

	交野市
	都市まちづくり部長

	(公財)大阪府都市整備推進センター
	都市整備事業部長


第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約

沿道まちづくり部会　運営要領

（名　称）

第１条　名称は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会「沿道まちづくり部会」（以下「部会」という。）という。

（目　的）

第２条　部会は、第二京阪道路沿道まちづくり検討会規約第3条の検討項目を具体の地区で実践するにあたっての共通の課題を把握し、その解決方策についての検討を行う。

（組　織）

第３条　部会は、別表に掲げる部会員をもって構成する。

　　２　部会は、部会における検討事項について、学識経験者等の助言を求めることができるものとする。

（会　議）

第４条　部会は、事務局が召集する。

　　　　部会員以外で、部会が必要と認めた者の参加ができるものとする。

　　２　部会は必要に応じて、部会における検討状況及び結果を検討会に報告するものとする。

（事務局）

第５条　部会の事務局は、大阪府大阪都市計画局拠点開発室戦略拠点開発課に置く。

（その他）

第６条　本運営要領によらない場合は、部会において協議することとする。

付　則

　この運営要領は、平成１６年１１月１０日から施行する。

付　則

　この運営要領は、平成２１年１２月２４日から施行する。
　付　則

　　　　この運営要領は、令和６年３月７日から施行する。

付　則

　　　　この運営要領は、令和７年１月３０日から施行する。

別表

第二京阪道路沿道まちづくり検討会

沿道まちづくり部会会員

	所　　属
	役　　職

	国土交通省近畿地方整備局
	大阪国道事務所
	地域調整課長

	NEXCO西日本
	大阪高速道路事務所
	統括課長

	大阪府環境農林水産部
	農政室整備課
	計画指導Ｇ課長補佐

	大阪府都市整備部
	住宅建築局建築環境課
	住環境推進Ｇ課長補佐

	
	枚方土木事務所地域支援・企画課
	地域支援・防災Ｇ課長補佐

	大阪府大阪都市計画局
	計画推進室計画調整課
	まちづくり調整Ｇ課長補佐

	
	
	土地利用Ｇ課長補佐

	
	拠点開発室戦略拠点開発課
	拠点まちづくり推進Ｇ課長補佐

	
	
	市街地整備Ｇ課長補佐

	枚方市
	都市整備部
	都市計画課長

	
	
	市街地開発課長

	
	土木部
	土木政策課主幹

	寝屋川市
	2軸化事業本部
	次長兼課長

	
	まちづくり推進部
	まちづくり推進課長

	門真市
	まちづくり部
	都市政策課長

	四條畷市
	都市整備部
	副参事

	
	
	都市政策課長

	交野市
	都市まちづくり部
	都市まちづくり課長

	(公財)大阪府都市整備推進センター
	都市整備事業部
	区画整理課長
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出典：＜下図＞国土交通省国土地理院（地理院地図／GSI Maps）





※当初方針策定時のゾーニングに沿って、第二京阪道路沿道全域の土地利用の方向性を「東部大阪都市計画区域マスタープラン」に


示すとともに、各市の「都市計画マスタープラン」に区域別の土地利用の方針を位置付けています。
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出典：＜下図＞ 国土交通省国土地理院（地理院地図／GSI Maps）








51

